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只今、ご紹介いただきました一般社団法人日本ねじ工業協会の国際委員長を務めておりま

す大川でございます。最近の日本のねじ産業の現状についてご報告いたします。 

 

２０１２年（１～１２月）の日本の経済は、当初、東日本大震災の復興需要等により回復の兆し

が見られました。しかしその後、世界経済の減速等で輸出や生産が減少するなど４月をピー

クに、以降景気は後退局面に入ったのではないかとの景気判断を日本政府はしております。 

 また、依然としてデフレ状況から脱却できず、円高、株安にも有効な手が打てず、日本経済

は停滞した一年間ではなかったかと思われます。 

 さて、このような状況の中で、日本のねじ産業はどのような状況であったかを見てみますと、 

経済のグローバル化により新興国等で地場企業、アジア企業等との価格競争等がますます

激しさを増してきました。更に、主要ユーザー企業の海外生産の拡充等による産業空洞化・

国内需要の減少、原材料価格の値上げ、電力供給問題等々日本のねじ業界にとっても厳し

い年（とし）でありました。 

 

２０１２年(1~12 月)の「ねじ」の生産、輸出入の状況ですが、当協会の推計によれば、２０１２

年(１~１２月)のねじの生産数量は、２９６万トン、対前年比７．１％増、金額では、８,５４９億円、

対前年比８．３%増となっております。過去最高を記録しました２００７年と比較しますと数量で 

１１．４％、金額では５．１％の減少となっております。 

輸入につきましては、数量ベースで２２．６万トン、対前年比３．９％の増加、金額は６５３億円、 

対前年比２．１％の増加となっております。 一方、輸出は、数量で３２．２万トン、対前年比 

５．７％増となっており、金額では ２,４７９億円、対前年比６．９％伸びております。 

生産、輸入、輸出とも２０１１年に比べ伸びております。 

 

生産については、太陽光発電関連が非常に好調であったこと、半導体メーカーの海外進出に

伴う需要増、住宅着工件数の伸び及び上半期のエコカー補助金・エコカー減税による自動車

の需要が伸びたこと等がねじ生産の増加に繋がったのではないかと思っている次第です。 

一方、輸入も数量、金額とも増加しており、特に、数量の伸びは過去最高を記録しました。主

な輸入先は中国、台湾、韓国、米国で、空洞化等による国内の需要減で輸入品との競争が

ますます激しくなってきております。 輸出については、多くの日本企業が生産活動を繰り広

げている米国、中国、タイ向けが主な輸出先で、これら各国の日系企業（工場）向け輸出が伸

びたことが要因ではないかと思われます。 

 

では、「ねじ」の主要ユーザー産業の動向はどうであったか、まず 



 

（１） 自動車・四輪車（乗用車・トラック・バス）について 

２０１２年（１～１２月）の四輪車(乗用車・トラック・バス)の生産台数は９,９４２,７１１台で 

対前年比１８．４％の増加で、２年ぶりにプラスとなっております。 

この内、国内需要は、５,３６９,７２１台、対前年比２７．５％と大幅に増加しております。 

特に、乗用車は、４,５７２,３３３台で対前年比２９．７％と大幅に増加しております。 

これは、エコカー補助金・エコカー減税の効果によるものと推察されます。 

  また、２０１２年(１～１２月)の四輪車(乗用車、トッラク、バス)の輸出台数は、 

４,８０１,１９１台で(ノック・ダウンを含む)、対前年比７．５％増と、２年ぶりにプラスとなって

おります。 この内、乗用車は、４,１９６,０９４台で四輪車(乗用車・トラック・バス)輸出の 

約８７％を占めております。 また、四輪車(乗用車・トラック・バス)の生産(9,942,711 台)

に占める輸出の比率は、４８．３％と生産の半分近い台数が輸出されております。 

 なお、２０１２年（１～９月）お自動車の海外生産台数は、１２,０３８,８６８台、対前年同 

期比１２１％と大幅に伸びております。アジア (6,495.822 台・13.5%増、 )、北米

(3,220,208台・47.9%増)、欧州(1,130,485台・9.0%増)等全地域での現地生産が増加し

ております。 

国内生産を上回っており今後もこの傾向が続いて行く可能性が強く、日本のねじ市場の

縮小が懸念されるとともに海外での地場企業、アジア企業等との競争が一段と激しくなっ

てくるものと思います。 

四輪車(乗用車、トラック、バス)の生産、輸出、海外生産はいずれも前年を上回っておりま

すが、エコカー補助金の終了、日本政府の尖閣諸島国有化に伴う中国での日本製品不

買運動等による中国向け輸出が減少するなど後半、国内生産は減産に追い込まれまし

た。 

 （２）工作機械について 

工作機械の２０１２年（１～１２月）の受注総額は、約１兆２,１２３億円、対前年比８．６％

の減少となっております。受注総額の９０％以上を占める NC 工作機械の受注総額は、

約１兆１,８２１億円で対前年比８．４％減少しております。 

総受注額の内、内需は３,７５８億円で、設備投資の先送り等で対前年比１０．９％減少

しており、外需（輸出）は８,３６６億円、対前年比７．５％減少しています。 

北米向け輸出は、２，３４１億円、５．５％増加しておりますが、中国等の景気後退で東

アジア向けが対前年比 ８．４％減の３,４８０億円、EU 向けも９３８億円、対前年比マイ

ナス２８．３％と EUの景気停滞の影響で大幅に減少しております。 

（３） 建設機械について 

    トラクター、掘削機械、建設用クレーン、道路機械など建設機械の２０１２年(１~１２月) 

の総出荷金額(補給部品を除く)は、約１兆９,８４９億円、対前年比１．３％の増加となっ

ております。総出荷金額の内、国内向けは、約６,５６７億円、対前年比３０．７％増、輸

出は、約１兆３,２８２億円、対前年比マイナス８．９％となっております。 

東日本大震災の復興需要等で国内向けは大幅に伸びていますが、輸出は、中国等新

興国の景気後退で減少しております。昨年一年間の総出荷金額は１．３％と低い伸び



 

率となっております。 

（４） 住宅関連について 

    政府(国土交通省)の発表によれば、２０１２年(１~１２月)の新設住宅着工総戸数は 

    ８８２,７９７戸、対前年比５．８％増で３年連続の増加となっております。その内、持家は 

    ３１１,５８９戸、対前年比２．０％の増、分譲住宅(マンション、一戸建住宅)は、 

２４６,８１０戸、対前年比５．２％と、持家、分譲住宅とも３年連続の増加しております。

住宅ローンの金利優遇策、復興需要等々が増加の要因と思われ、底堅い動きが続い

ておいります。 

 

２０１２年(１~１２月)の日本経済は、東日本大震災の復興需要、政府の景気対策により年当

初は、回復の兆しが芽生えてきておりましたが、その後、欧州、中国の景気後退に加え比較

的堅調であった米国も陰りが出始めるなど世界経済が減速し、自動車等製造業の減産、企

業の設備投資の先送り、個人消費の動きも弱く、輸出の減少等々で景気は弱含み状態で推

移してきました。 

昨年末に誕生した新政権は、こうした状況を打破するために「日本経済再生に向けた緊急経

済対策」を２５年１月に策定して鋭意取り組んでおります。 

 また、政府はデフレ経済脱却を図るため「３本の矢」（大胆な金融緩和、機動的な財政手動、

民間投資を喚起する）を柱とする経済成長戦略を強力に推進しております。 

日本銀行もデフレ脱却の一環として、物価上昇率を２％に設定、国債購入枠の拡大等大幅な

金融緩和策を実施しております。政府、日本銀行のこれらの施策が市場に好感され、現在の

円安、株高に繋がっております。しかし、実態経済の成長はこれからが正念場でございます。 

国際通貨基金(IMF)が４月１６日発表した世界経済の見通しによれば、２０１３年の日本の実

質経済成長率は１．６％と、日本銀行の大幅な金融緩和等で１月時点の見通しより０．４％上

方修正しております。また、世界全体の実質経済成長率は、ユーロ圏の景気後退、新興国の

伸び悩み、米國の住宅市場の回復はあるものの連邦歳出の強制削減措置、増税などで 

３．３％と１月時点と比べ０．２％下方修正しております。 

２０１３年も半年を過ぎようとしております。ＩＭＦの見通しのとおり、政府・日本銀行の経済成

長戦略が功をそうし、日本経済が一日も早くデフレから脱却し本格的な経済成長の軌道に乗

ることを期待するとともに世界経済もＩＭＦの予想を覆して早期の回復を心から願う次第です。 

 

経済のグローバル化で、ねじ企業も新興国等で現地企業、アジア企業等との競争が激しさを

増してきております。本日、ここにお集まりの４地域のねじ企業の皆様とは、親しい友人であ

るとともに強力なライバルでもございます。皆様とはこれまで共存共栄を図ってまいりました。 

この交流大会を機会に、これからも情報交換を密接に行い、切磋琢磨しながら同じ土俵の上

でフェアーな競争ができればと思っております。そして、何時までも心の友として、楽しく美味

しい杯を酌み交わす間柄でありたいと思っている次第です。お互いに足の引っ張り合はユー

ザーを喜ばすのみですございます。 

どうか本日ご参集の各地域のねじ協会及び会員企業の皆様のご理解、ご協力をお願い申し



 

上げます。 

来年も交流大会に皆様方と笑顔で再会できることを信じ、私のご報告といたします。 

以上 
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